
令和６年度_自治体が活用可能な制度・支援策一覧
関東運輸局、関東地方整備局、関東経済産業局、関東信越厚生局、関東農政局から自治体が活用可能な高齢者の地域づくりに関連する制度・支援策を紹介します。

カネ
(補助、助
成、控除)

情報
(事例、ガ
イドライン、
ツール、ネッ
トワーク、セ
ミナー等)

ヒト
（人材派

遣）

伴走・実
証支援

自治体
（都県）

自治体
（市区町

村）

企業・団
体

1 交通 共創・MaaS実証プロジェクト
交通を地域のくらしと一体として捉え、地域の多様な関係者が連携して行う「共創型交
通」のプロジェクトのほか、地域の公共交通のリ・デザインを加速化する「モビリティ支援人材
の育成・確保」や「地域交通DXの推進」を支援します。（補助率１／２～２／３）

関東運輸局交通政策部交通
企画課

○ ○ ○ ○ ○
https://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/t
ransport/sosei_transport_tk_000210.
html

2 交通 地域公共交通確保維持事業
地域特性や実情に応じた最適な生活交通ネットワークを確保・維持するため、幹線バス等
の地域間交通ネットワークと密接な地域内のバス交通・デマンド交通の運行について支援
します。（補助率１／２）

関東運輸局交通政策部交通
企画課

○ ○
https://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/t
ransport/sosei_transport_tk_000041.
html

3 交通 道の駅関連の支援メニュー
各省庁の「道の駅」支援メニューの一覧について下記URLにて取りまとめています。
https://www.mlit.go.jp/road/Michi-no-Eki/pdf/base_support.pdf

関東地方整備局
道路部交通対策課

○ ○

https://www.town.mutsuzawa.chiba.j
p/chousei/cat93/%E4%BA%8B%E6
%A5%AD%E6%A6%82%E8%A6%8
1.html

4 企業との共創 ガバメントピッチ

自治体がベンチャー企業等地域企業と共に取り組みたいヘルスケア分野（健康増進・介
護予防・疾病予防・生活支援等）に関する地域課題を発表し、各課題の解決に向けて
協働できる企業からのソリューション提案を募集する「ガバメントピッチ」を通じて、自治体と
企業のマッチングの場を提供します。課題の整理からマッチング先の選定、実証協議に至る
まで関東経済産業局職員が伴走でサポートします。

関東経済産業局
地域経済部地域経済課ヘルス
ケア産業室・経済社会政策室

〇 ○ ○ ○

https://www.kanto.meti.go.jp/seisak
u/iryokiki/healthcare/r5fy_jichitai_ven
ture_matching.html
https://www.kanto.meti.go.jp/seisak
u/iryokiki/healthcare/r5fy_governmen
t_pitch.html

5 企業との共創 官民連携組成支援

地域における官民連携の促進のため、課題の整理や企業との協議等の進め方のガイドラ
イン・様式を公表予定です。併せて、官民連携の実現に資するセミナー、勉強会、ネット
ワーク構築の場等を開催・提供し、地域課題の解決に効果的な官民連携の実現に向け
た取り組みを実施します。

関東経済産業局
地域経済部地域経済課ヘルス
ケア産業室・経済社会政策室

〇 ○ ○ ○
https://www.kanto.meti.go.jp/seisak
u/iryokiki/healthcare/gc_study_group
.html

6 企業との共創
Healthcare Innovation Hub
（InnoHub）

ヘルスケアやライフサイエンスに関わるベンチャー企業等の相談窓口です。相談内容に応じ
て、事業計画相談、ヘルスケアベンチャー等への支援者・支援団体（InnoHubアドバイ
ザー・サポーター団体）等への情報提供やマッチングを行うなど、多様なネットワークを活用
して相談者を支援します。

関東経済産業局
地域経済部地域経済課ヘルス
ケア産業室・経済社会政策室

○ ○ https://healthcare-innohub.go.jp/

7 企業との共創 キャラバン隊

関東経済産業局及び関東信越厚生局の担当者で結成するチーム（キャラバン隊）が、
地域包括ケアシステムの構築を推進する自治体を訪問させていただいています。地域が抱
える課題、状況や自治体のアイディアをお伺いさせていただきながら、課題等の解決やアイ
ディアの実現に資する厚生労働省や経済産業省の関係施策などを紹介し、自治体の取
組を支援しています。実際に、キャラバン隊をきっかけとして自治体と企業がマッチングし、新
たな取組を開始した事例もあります。

関東信越厚生局健康福祉部
地域包括ケア推進課

関東経済産業局
地域経済部地域経済課ヘルス
ケア産業室・経済社会政策室

○ 〇 ○ https://www.kanto.meti.go.jp/seisak
u/iryokiki/healthcare/index.html

8 企業との共創
基礎自治体等の地域課題の解決に向けた
オンラインコミュニティ（RIDC（Regional
Innovation Digital Community））

地域振興、地域課題の解決に向けた関東経済産業局HP上のポータルサイトです（令和
6年度より、ポータルサイトを運営する形式に変更予定）。本ポータルサイトを軸に、イベン
ト開催や情報発信、他のコミュニティとの連携を通じた取組（イベント、企業マッチング等）
を実施予定です。

関東経済産業局
地域経済部地域振興課

〇 ○ ○ https://www.kanto.meti.go.jp/seisak
u/chukaku/ridc/index.html

9 企業との共創
成果連動型民間委託契約方式
（PFS:Pay For Success)の推進

社会課題の解決に対応した成果指標を設定し、成果指標値の改善状況に連動して委
託費等を支払うことにより、より高い成果の創出に向けたインセンティブを民間事業者に強く
働かせることが可能となる、新たな官民連携の手法です。ヘルスケア分野において、初めて
取り組む自治体も事業組成を行いやすくなるように、検討事項のパッケージ化、ノウハウ集
の作成、相談窓口の設置等を通して、案件形成を支援します。

関東経済産業局
地域経済部地域経済課ヘルス
ケア産業室・経済社会政策室

〇 ○ ○ ○

https://www.meti.go.jp/policy/mono
_info_service/healthcare/seikarenndo
ugataminnkannitakukeiyakuhoushiki.
html

10 企業との共創 ヘルスケア産業基盤高度化推進事業

介護保険サービスに限らない、介護需要の新たな受け皿を整備するとともに、高齢者やそ
の家族等が安心してサービスを利用するために、介護保険外サービスの信頼性確保の在り
方を検討します。同時に、個人に即したヘルスケアサービスの提供を目指し、人々が自身の
健康等情報を健康づくり等に活用できる仕組みであるPersonal Health Record
（PHR）を適切に利活用したサービスが創出され、人々に広く活用されるための環境整
備に取り組みます。

関東経済産業局
地域経済部地域経済課ヘルス
ケア産業室・経済社会政策室

○ ○ ○

11 企業との共創 PHR社会実装加速化事業

PHR利活用促進に向けて、ユースケースを創出すべく、個別テーマ（運動・睡眠・食事）
ごとに、PHRを活用した事業モデル開発に向けた支援を行うとともに、生活圏の中で集客が
見込まれる場所において、PHR事業者とサービス事業者が連携して、PHRを活用したサー
ビス提供に係る実証事業を行い、事業化を視野に入れた連携の可能性についての検証を
行います。

関東経済産業局
地域経済部地域経済課ヘルス
ケア産業室・経済社会政策室

○ ○ ○

12 企業支援
ミラサポplus 補助金・助成金 中小企業支
援サイト

中小企業・小規模事業者向けの補助金・給付金等の申請や事業のサポートを目的とした
支援情報サイトです。

関東経済産業局
産業部中小企業課

〇 〇 ○ https://mirasapo-plus.go.jp/

13 農福連携

農山漁村振興交付金（農山漁村発イノ
ベーション対策）（農福連携型）（普及
啓発・専門人材育成推進事業）のうち都
道府県専門人材育成支援事業

都道府県が行う、農林水産業の現場における障害者の雇用・就労に関してアドバイスする
人材、障害者就労施設等による農作業請負（施設外就労）のマッチングを支援する人
材の育成等を支援します。

関東農政局農村振興部都市
農村交流課

○ ○

14 空き家活用 公営住宅の目的外使用

公営住宅は、本来入居対象者の入居を阻害せず、適正かつ合理的な管理に支障のない
範囲内で、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律第２２条に基づく大臣承
認を得た上で、事業主体が地方自治法第２３８条の４第７項（行政財産の使用許
可）に基づく承認を行うことにより、目的外使用させることができます。

関東地方整備局
建政部住宅整備課

○ ○ ○

15 空き家・空き店舗活
用

空き家対策総合支援事業／空き家再生
等推進事業

空家等対策計画に基づき市区町村が実施する空き家の除却・活用に係る取組や、NPO
や民間事業者等が行うモデル性の高い空き家の活用・改修工事等に対して支援を行って
います。

関東地方整備局
建政部住宅整備課

○ ○ ○ ○
https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku
/house/jutakukentiku_house_tk3_00
0035.html

16 居住支援 住宅確保要配慮者居住支援法人

住宅確保要配慮者の民間賃貸住宅への円滑な入居の促進を図るため、住宅確保要配
慮者に対し家賃債務保証の提供、賃貸住宅への入居に係る住宅情報の提供・相談、見
守りなどの生活支援等を実施する法人として都道府県が指定するものです（住宅確保要
配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律第４０条）。

関東地方整備局
建政部住宅整備課

○ ○ ○ ○
https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku
/house/jutakukentiku_house_fr7_000
026.html

17 居住支援 住宅確保要配慮者居住支援協議会

住宅確保要配慮者の民間賃貸住宅等への円滑な入居の促進を図るため、地方公共団
体や関係業者、居住支援団体等が連携し、住宅確保要配慮者及び民間賃貸住宅の
賃貸人の双方に対し、住宅情報の提供等の支援を実施するものです（住宅確保要配慮
者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律第５１条第１項）。

関東地方整備局
建政部住宅整備課

○ ○ ○ ○
https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku
/house/jutakukentiku_house_fr3_000
019.html

18 居住支援 居住支援協議会等活動支援事業
居住支援協議会、居住支援法人または地方公共団体等が行う、住宅確保要配慮者の
民間賃貸住宅への入居の円滑化に関する活動等に係る事業に対して支援を行います。

関東地方整備局
建政部住宅整備課

〇 ○ ○ 〇

居住支援法人向け:
https://mrs-sc.jp/
居住支援協議会向け:
https://c-hssc.jp/

19 居住支援 居住支援協議会伴走支援プロジェクト

居住支援協議会の設立に意欲はあるが「関係者の合意が得られない」「どうやって設立す
ればいいか分からない」といった市区町村等を募集し、居住支援協議会設立に向けたハン
ズオン支援を実施いたします。また、市区町村の居住支援協議会の設立促進に取り組む
ものの「居住支援の理解がなかなか進まない」「居住支援協議会の必要性を上手く示せな
い」といった都道府県についても募集・支援し、更なる市区町村居住支援協議会の設立
促進を目指します。

関東地方整備局
建政部住宅整備課

○ ○ ○

20 居住支援 関東ブロックにおける居住支援の推進
関東地方整備局、関東信越厚生局、関東地方更生保護委員会及び東京矯正管区が
連携し、関東ブロックにおける居住支援を推進するための取組を進めております。

関東地方整備局
建政部住宅整備課

○ ○ ○
https://www.ktr.mlit.go.jp/city_park/
sumai/index00000017.html
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